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②政府全体の法人向行政手続のデジタル化へ反映
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経済産業省におけるデジタル化の取組全体戦略

 法人向けの行政手続について、法人版マイナンバーである法人番号を活用したデジタル化を推進

 法人番号を活用し官民データを連携させることで、ワンスオンリー・添付書類撤廃や、データに基づ
く政策立案等を実現

 平成32年度中を目途に法人デジタルプラットフォームを構築、政府全体の法人向け手続のデジタル
化のモデルを確立し、他省庁・自治体にも展開。また、自治体業務のデジタル化にも知見を共有。

①経済産業省の法人向
行政手続のデジタル化

③地方自治体のデジタル化に貢献

法人版マイナンバー（法人番号）
を活用したデジタルプラットフォーム

１．デジタルファースト・ワンストッ
プ・ワンスオンリーにより、官民双
方の手続負担を軽減。

２．行政に蓄積されたデータを法人番号
で連携させ、政策立案・行政評価に
活用

３．法人関連の行政データオープン化に
より、官民のデータ連携を進め新し
いビジネスの創出等につなげる



法人向け行政エクスペリエンス（2025年実現イメージ）
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第一段階（2020年度以降）

法人設立はオンラインで完結、その後、税・社会保険、補助金、その他支援策など法人向けの主要手続き・
サービスを１つのIDで利用可能。一度提出したデータは繰り返し提出不要（ワンストップ・ワンスオンリー）

第二段階（2025年頃）

法人に関する多様なデータを基に、要件を満たせば申請レスで処理。AIを活用し審査も自動化
データに基づき政策を検証・個別最適化（例：補助金要件のパーソナライズ）

法人オープンデータ領域

府省共通の法人手続ワンストップ窓口
（マイナポータル等）

社会保険・税
ワンストップ

中小企業等

法人データ交換基盤

補
助
金
申
請

〇
〇
計
画
申
請

・・・・・・・・

要件を満たせば自動処理
（申請レス・審査レス）
※企業は意思決定のみ行う

申請等

〇
〇
認
定
申
請

・・・・

その他個別の
システム

民間DB
・決算情報
・資格情報

中小企業向け情報発信（ミラサポplus等)  

)
法人共通認証基盤

・・・・

法人設立手続
ワンストップ

分析基盤
（行政機関間のデータ共有領域）

民民の取引コスト解消
中小企業のグローバル展開支援

データに基づき政策
を検証・最適化

行政DB
（省庁・自治体）
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法人番号の付番・公表
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APIエコノミーを通じた決算情報の添付撤廃（2019年度実施）

民間アプリA

API

API

API

決算公告の自動化

最適な支援のレコメンド

行政手続き・補助金等申請時の
データ自動入力

API

税務申告の自動化

決算情報

①申請処理等への活用（イメージ）②官民のデータ連携
事業者

民間アプリB

民間アプリC

行政

 決算情報の添付撤廃を念頭に、法人データを連携して申請処理等に活用する「法人
データ交換基盤」の構築を進める。

 中期的には、民間サービスとの連携を通じた行政手続きの自動化を目指す

API

API

API

ア
ク
セ
ス
制
御



自治体向けアプリマーケットプレイスの検討

自治体A 自治体B 自治体C

マーケットプレイス

自治体（需要）サイド

Govtech
ベンチャー

Civictech
開発者

アプリα アプリβ

・・・ ・・・

・ ・ ・

需要側の課題

• 実績のあるアプリが見
分けられない

• 他市の取組を導入し
たい際に、具体的な手
間・負担が分からない

• マーケット開拓が難しく、
スケールしない

• 自治体ごとに作り込ん
だ仕様になっており横
展開できない

標準化とマーケット化
を通じて両方を解決

サービス供給サイド

アプリγ

ベンダー

利用者（市民）
サイド

• 本当に有用な行
政サービスが受け
られていない

• 自治体によって
サービスのクオリ
ティがバラバラ 作り手側の課題

 自治体が活用できるデジタルサービスが増えてくる中、実績あるサービスの見極めや導入プロセス等
の知見が自治体間で共有できていない状況。

 自治体向けのデジタルサービスのベストプラクティス横展開の場（マーケットプレイス）を作ることで、
①自治体によるデジタルサービスの導入促進、②市民目線での自治体サービス提供、③ベンチャー・
シビックテックの市場拡大の機会創出を図る。
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自治体アプリマーケットプレイス実現に向けた検証項目（2019年度実施）

1. どのような自治体向け
アプリを載せるか

2. 供給側によるマーケット
プレイス登録のプロセス

<マーケットプレイスのアプリ例>
① 市民向けサービスとしてシビック

テックが作成したアプリ

② 自治体の業務の効率化に貢献
するSaaS（開発不要なもの）

3.行政機関が登録サービス
を利用するプロセス

<登録に必要なプロセス>
① 供給者の認証（存在確認）

② セキュリティレベルの確認

③ 必要な登録データの入力
※サービス内容に係るデータ項
目の必要が整理

④ 登録のインセンティブ設計

＜利用に必要なプロセス>
① マーケットプレイスの果たすべ

き機能のスコープ
※アプリの紹介～アプリの実導
入のサポート

② 自治体のアプリ導入方法
※上記のスコープに対応した自
治体のアプリ導入手順

③ 登録サービス利用のメリット具
体化・インセンティブ設計

マーケットプレイスの全体デザイン検討とβ版の構築

等

等
等

海外の先行事例を参考に、2019年度中に、マーケットプレイスの全体
デザイン・ルール設計・β版の構築を進める



（参考）行政機関向けデジタルマーケットプレイスの取組例

• 英国では、デジタルマーケットプレイスを通じてベンダーや技術者にサービスを登録
させ行政機関が選べるようにしたことで、中小ベンダーからの調達比率が高まり、コ
ストの削減にも貢献（過去６年間で48％の契約が中小ベンダーに）

• オーストラリア・カナダでも、英国の仕組みを活用して同様のデジタルマーケットプ
レイスを導入

• オーストラリアでもUKの仕組みを活用してデジタル
マーケットプレイスを導入。74％の調達が中小ベン
ダーに。
（カナダもUKと同様の仕組みを導入）

• イギリスでは、サービス開発の調達だけでなく
技術者、研究者、クラウド、データセンターの
調達先も検討対象に。

• 地方自治体も、デジタルマーケットプレイスに
登録されたベンダー等にアクセス可能

英国 豪州
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以下参考
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GビジネスID（法人認証サービス）
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これから：1つのID/パスワードで手続を可能に

手続A

手続B

手続C

手続A

手続B

手続C

管
理
が
煩
雑

法人共通認証基盤

これまで：複数のID/パスワードが必要

• 事業者にとって、複数のID/パスワードの管
理は非常に煩雑

• また、複数の制度・手続でID発行のために
代表者確認を行うことは、非効率的かつ事
業者にとっても負担大

１つのID/パスワードでの手続の実現により、
官民双方における手続に要する時間やコスト
を削減

発
行
コ
ス
ト
高

発
行
コ
ス
ト
低

 2019年2月に法人番号を活用し、一つのID/パスワードで複数の行政サービスにアクセスできる
認証システムとして「法人共通認証基盤」をリリース

 まずは経産省の主要な法人向け手続で実証を実施、政府全体への展開を進めていく。

https://gbiz-id.go.jp/top/



法人データ交換基盤の構築（2019年度予定）
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法人データストア
（仮） 業務Ｂ 業務Ｃ 業務Ｄ

民間企業
DB1

民間企業
DB2

中小企業等

法人データ交換基盤

法人共通認証基盤

業務Ａ

行政
データ

民間
データ

データ入力データ入力

オープン化
できるデータ

1つのアカウントで複数
の行政手続を可能に

申請等

官民データ連携を通じて、
添付書類撤廃・ワンスオンリーを

実現、手続を簡素化
法人インフォ
メーション

 添付書類撤廃・ワンスオンリーの実現、データに基づく政策の分析・立案の基盤として、法人関連の
データを連携して申請処理等に活用する、法人データ交換基盤の構築を進める。

 2018年度に海外の先行事例等の調査研究を実施。この結果を踏まえ、2019年度にプロトタイ
プ開発・試行運用を目指す。

業務Ｅ



法人インフォメーション
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 政府が保有する法人情報の利用促進に向け、法人番号を共通コードとするオープンデータサイトとし
て、平成29年1月に運用開始。

 各府省庁のＨＰ等で公表されている法人活動情報（補助金・委託契約の実績、一部の許認可・
表彰等情報）について各府省に提供を依頼、法人番号の付番・データ構造の共通化をして掲載。

法人インフォメーション

法人基本３情報（法人番号、商号・屋号、所在地）

補助金 資格・表彰 許認可 その他

事業者
国民

取引先等の他社
の情報収集etc..

自治体

各府省庁

○○省 ○○庁 A企業への許認可等
B企業への補助金
C企業への表彰 etc

法人に関する情報の一括検索・参照

※公開可能なものから実施

地元企業との連携先
の開拓等に活用etc..

各府省庁から法人情報を提供

民間データと
組合せたサー
ビス提供

民間の
ビッグデータ

サイバー法人台帳ROBINS等

掲載されている法人活動情報数（H31. ４.１現在）

◆ 補助金交付情報 ・・・・・約224,000件

◆ 調達情報 ・・・・・約153,000件

◆ 届出 ・ 認定情報 ・・・・・約125,000件

◆ 表彰情報 ・・・・・約 55,000件

◆ 特許情報 ・・・・約1,092,000件

◆ 財務情報 ・・・・・約 4,100件
※各府省庁提供情報より法人番号が付与されたものを掲載

約165万件の法人活動情報を掲載。今後も、順次追
加していく。

2019年3月よりEDINET（金融庁）及び職場情報総
合サイト（厚生労働省）とAPI連携により財務情
報や勤務実態情報等のデータを取得・拡充。

https://hojin-info.go.jp/hojin/TopPage

法人番号公表
サイト

全省統一資格
検索サイト

API接続


